
東日本大震災復興・成長支援ファンドの組成

【概要】
震災復興のステージが〈復旧〉から〈復興・成長〉に移行しつつあることを踏
まえ、日本政策投資銀行は、地方銀行と連携した既存復興ファンドのスキームを
継続・拡充。被災地域の復興・成長に資する事業を行う企業（多地域からの進出
企業や新設企業を含む）に対して劣後ローンや優先株等を活用しリスクマネーを
供給するファンドを設立。

③創業・起業、新事業開拓、成長支援

（日本政策投資銀行）

背景と経緯

具体的な取組

東日本大震災からの復興を巡るステージは、震災・津波により被害を受けた生産設備等を震

災目の状態に戻す〈復旧段階〉から、震災で喪失した販路の回復・開拓、複数の企業の共同に

よる産業競争力の強化、社会インフラの整備機能強化など、〈復興・成長段階〉に移行しつつ

あり、金融面においても、これらをサポートすることが必要とされている。

そうした中、被災した企業の復旧を支援することを主目的とした「東日本大震災復興支援

ファンド」が投資期限を迎えることから、日本政策投資銀行と被災３県の地方銀行が中核とな

り、被災地域の復興・成長を支援する新たなファンドの設立を検討した。
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表１ ファンドの概要

名称
いわて復興・成長支援投資

事業
有限責任組合

みやぎ復興・地域活性化支
援投資事業
有限責任組合

ふくしま復興・成長支援
ファンド
投資事業

有限責任組合

ファンド規模 50億円（当初） 50億円（当初） 50億円（当初）

設立 平成26年12月 平成26年12月 平成26年12月

無限責任組合員（ＧＰ） ㈱東北復興パートナーズ

有限責任組合員（ＬＰ）
ＤＢＪ

㈱岩手銀行
ＲＥＶＩＣ

ＤＢＪ
㈱七十七銀行
ＲＥＶＩＣ

ＤＢＪ
㈱東邦銀行
ＲＥＶＩＣ

期間
投資期間５年、存続期間７年４ヶ月
（ただし、必要であれば、投資期間で２年以内、存続期間で１年以内の延長を行うこともあ
ります）

地方銀行
ＤＢＪ

投資事業有限責任組合

企 業 企 業 企 業

ＬＰ出資

ＧＰ出資

ＬＰ出資

劣後ローン・優先株出資等

ＲＥＶＩＣ

㈱東北復興
パートナーズ

（運営会社） 全額出資
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Ｐｏｉｎｔ 支援実施のポイント／横展開にあたっての示唆

支援実施のポイント①

支援実施のポイント②

取組の成果

今後の課題

復興のステージに対応し、投融資対象を復
興・成長に資する事業を行う企業に拡大。

被災地の復興・成長関連企業にリスクマ
ネーを供給し、全国のモデルとなる取組を
促進し、地域の成長と活性化を支援

既存復興ファンドの主体であるＤＢＪと被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の地方銀行に

加え、㈱地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）が新たに出資し、上記の復興・成長支援ファ

ンドをそれぞれ組成。投融資の進捗に応じ最大300億円（100億円✕３）までの規模拡大も想定。

当ファンドでは投融資の対象事業を既存ファンドの〈復旧段階〉から〈復興・成長段階〉

まで拡大。既存ファンドで被災企業に限定していた投融資対象事業者を復興・成長に資する

事業を行う事業者全体に拡大し、他地域からの進出企業や新設企業なども対象として、劣後

ローンや優先株等を活用したリスクマネーを提供していく。

表２ ファンドの投融資事例

地域ごとの復興の進捗に合わせて、被災企業の生産再開など復旧段階のきめ細やかな支援

は継続しつつ、震災前の事業経営にとどまらず、被災地域の復興・成長に資する事業を行う

企業の資金調達ニーズに対して迅速かつ柔軟に対応し、地域の成長と活性化を支援するとと

もに、全国のモデルとなる先進的な取組を促進していく。

具体的には、市場の開拓（新技術・新サービスの開発・展開）、面的再生（旅館・酒蔵な

どの競争力強化）、社会インフラ整備・機能強化（ＰＰＰ・ＰＦＩ、医療分野等）等にかか

る長期性資金を供給していく方針である。
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